
５ 障がい者(児)保健福祉 
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◆ 精神保健福祉 

 精神障がい者が地域で安心して暮らせるよう、相談体制の充実や環境づくり、地域住民への疾患の

理解や知識の普及啓発等を行った。 

 精神障がい者保健福祉手帳所持者の状況 

（各年度末現在） 

    年度 
等級 

2 3 4 5 6 

1 級 467 491 512 538 571 

2 級 2,159 2,379 2,579 2,836 3,065 

3 級 899 968 1080 1,170 1,259 

合計 3,525 3,838 4,171 4,544 4,895 

 

 自立支援医療費(精神通院)の給付 

精神的な病気のための診療、デイケア、訪問看護、薬などにかかる通院医療費の給付を行っている。 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

給付件数 6,992 6,934 7,290 7,749 8,026 

 

 医療保護入院の状況 

医療保護入院患者内訳                             （年度末現在） 
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医療保護入院患者 98 16 162 89 9 3 - 4 41 3 - - 425 

20 歳未満 1 - 1 4 - 1 - 1 12 3 - - 23 

20歳～40歳未満 1 2 37 20 5 1 - 1 24 - - - 91 

40歳～65歳未満 5 7 94 31 3 - - 1 4 - - - 145 

65 歳以上 91 7 30 34 1 1 - 1 1 - - - 166 

 

 精神保健福祉相談状況 

 精神科医師や心理職員、保健師等が、こころの病への対応等について助言を行い、当事者や家族の

抱える問題解決の糸口になるよう支援を行った。 

ア. 精神科医師、心理職員による精神保健福祉相談 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

精神科医師 34 22 25 36 31 

依存症専門医 - - - - 6 

心理職員 9 14 3 12 12 
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イ. 保健師等による精神保健福祉相談 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

訪問(延べ件数) 280 153 130 78 112 

来所・電話(延べ件数) 1,876 1,360 1,203 1,178 1,384 

 

ウ. 緊急対応 

夜間休日･緊急時等の対応困難者や警察官通報の対応件数である。 

（年度末現在） 

緊急対応総件数 33 
日中対応件数 11  

夜間･休日対応件数 22  

                               （年度末現在） 

精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律第 23 条に基づく通報件数 30  

精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律第 22 条に基づく申請件数 2 

 

 精神障がい者の地域移行・地域定着支援 

精神疾患の未治療や治療中断により再発を繰り返したり、長期入院の精神障がい者に対し、地域で

安定した生活を送ることができるよう 25 事例について支援を行った。 

 

 豊田市措置入院者の退院後の支援事業 

 精神保健福祉法第 47 条に基づく相談支援業務の一環として、同法第 29 条第 1 項により入院し、か

つ支援計画の作成に同意した方に対し、社会復帰の促進等を図ることを目的として、6 か月間の支援

計画を作成し、支援を行った。 

（年度末現在） 

支援者数 11 

 

 豊田市ピアサポーターフォローアップ研修、交流会 

精神障がい者の地域移行・地域定着支援の推進のため、研修会及び交流会を通じて登録ピアサポー

ターのスキルアップに向けた支援を行った。 

実施回数 延べ参加者数 

5 10 

 

 精神保健福祉理解啓発事業 

精神障がいへの理解を深めるため、精神保健福祉普及講演会等を実施し、普及啓発に取り組んだ。 

開催日 内容 参加人数 

11 月 8 日 

「アルコール依存症とともに生きる」 

講 師 山口達也氏 

対象者 市内在住・在勤・在学者 

350 
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 障がい者総合支援法 精神障がい者の福祉サービスの利用状況 

 精神障がい者の実支給決定者は 1,257 人であり、福祉サービスの支給決定を通して生活の質の向上

を図った。 

                         （令和 6 年度末現在） 

事業 支給決定者数 サービス利用者数 

居宅介護 173 114 

短期入所 76 8 

生活介護 55 44 

グループホーム･ケアホーム 148 111 

就労移行支援 173 140 

就労継続支援 771 571 

自立訓練 24 19 

移動支援 77 32 

地域生活支援デイ 34 8 

日中短期入所 27 1 

地域活動支援センターⅢ型 20 14 

 

 精神障がい者支援従事者研修会 

精神障がい者への支援に従事している事業所や医療関係者を対象に講義を実施し、職員の質の向上

に努めた。 

開催日 内容 参加人数 

10 月 31 日 

「精神障がいの理解と対応 ～復職への支援について～」 

講 師 ピアサポーター、相談支援専門員 

対象者 障がい福祉関連事業所、高齢福祉関連事業所、市職員 

47 

 

 精神障がい者地域支援協議会 

精神障がいに対応した地域包括ケアシステム及び精神保健福祉活動を総合的かつ効果的に推進する

ため、豊田市精神障がい者地域支援協議会を設置し、保健・医療・福祉関係者で協議を行った。 

事業名 開催回数 延べ参加人数 

精神障がい者地域支援協議会 1 18 

精神障がい者地域支援協議会部会 3 34 

 

 家族教室及び家族交流会 

脳外傷等による高次脳機能障がい者の家族、依存問題を抱える家族を対象に知識普及・情報交換の

場として教室や交流の場を開催している。また、自主活動をしているグループに対しても活動支援を

実施している。 

家族教室･交流会 

事業名 開催回数 延べ参加人数 

高次脳機能障がいのある人の家族の教室 4 21 

依存問題でお困りの家族教室 2 6 

 

自主グループ 

事業名 回数 

豊田地域精神障がい者家族会 1 
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 地域活動支援センターⅢ型事業利用状況 

社会的経験の乏しい障がい者に対し社会参加、生活訓練の場を提供することで社会生活において自

信をつけ、生活の質の向上を図ることを目指している。 

（年度末現在） 

事業所名 実施日数 利用数 一日平均通所者数(人) 

はばたき工房 247 1,405 5.7 

ポジティブ２１いなぶ 240 490 2.0 

 

 地域活動支援センターⅠ型事業利用状況 

 市内の医療法人２か所に委託し、相談支援及び社会との交流促進等の充実を図っている。 

                                         （利用数） 

 相談支援事業 1) 基礎的事業 2) 強化事業 3) 

エポレ 873（1,069） 430（934） 149（537） 

豊田ころもサポート 1,317（1,321） 197（197） 441（441） 

   注：( )内他市町含む総実績 

   注 1)精神保健福祉士による相談(こころの悩み、治療、福祉サービス利用等の相談) 

     2)障がい者のグループ活動、社会との交流促進事業 

3)家族教室、ピアサポート活動、地域住民ボランティア育成事業、普及啓発事業、地域と

の連携強化のための調整 

     

 精神障がい者家族相談支援事業 

 精神障がい者本人やその家族が、同じ悩みや苦しみ等を経験した家族から助言を受けることで、孤

立感や疎外感を和らげることを目的としている。また、当事者やその家族が自立に向けた地域生活を

送ることを目的に居場所を提供している。 

                  （年度末現在） 

電話相談延べ件数 82 

面接相談延べ件数 39 

居場所延べ参加者数  380 

 

◆ 難病対策 

難病の患者及びその家族が安定した療養生活を送ることができるよう、患者・家族会及び講演会・

療養相談会、専門医や保健師による相談を行った。 

 特定疾患医療給付公費負担受給者の状況 

特定疾患医療給付事業申請受付、愛知県への進達事務及び受給者票の発送を行った。 

特定疾患医療給付公費負担受給者数                    （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

受給者数 13 9 9 6 5 

   注：平成 27 年 1 月の難病法の施行に伴い、多くの疾患が特定医療費へ移行となり、6 疾患のみ

が対象となっている。 
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 特定医療費受給者の状況 

平成 27 年 1 月施行の難病法に基づき、341 疾患(令和 7 年 3 月 31 日時点)が特定医療費の対象とな

っている。特定医療費支給認定申請受付、愛知県への進達事務及び受給者証の発送を行った。 

特定医療費受給者数                          （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

受給者数 2,475 2,435 2,502 2,560 2,707 

 

 先天性血液凝固因子障がい等治療研究事業 

 先天性血液凝固因子欠乏症等の医療費助成として、先天性血液凝固因子障がい等治療研究事業申請

受付と県への進達事務を行った。 

   先天性血液凝固因子障がい等治療研究事業受給者票申請件数         （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

交付件数 28 30 27 29 32 

 

 難病患者地域ケア推進事業 

ア. 保健師による難病相談等 

 ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者を中心に難病患者が地域で安心して生活できるよう相談支援を

行った。 

実人数 延べ人数 

41 
家庭訪問 面接 電話 ケース会議 

19 3 19 0 

 

イ. 難病患者家族教室 

 難病患者及びその家族が安定した生活を送るために、必要な知識を深め、療養上・日常生活上の悩 

みや不安等の解消が図られるよう支援した。 

(ア)パーキンソン病 

開催日 内容／講師 参加人数 

5 月 24 日 
療養相談           神経内科医師 

講話・体操          理学療法士  
20 

9 月 27 日 
療養相談           神経内科医師 

講話・体操          理学療法士  
14 

 

(イ) 重症筋無力症 

開催日 内容／講師 参加人数 

9 月 11 日 講話・療養相談     脳神経内科医師  8 

10 月 9 日 講話・交流会      一般社団法人全国筋無力症友の会 8 
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ウ. 講演会及び療養相談会 

難病患者及びその家族、医療福祉関係者を対象に、疾患の理解や日常生活に必要な知識を深めるた

め講演会を行った。また、一人ひとりの日常生活の悩み等に対し療養相談を行い、地域で安心して生

活が送ることができるよう支援した。 

開催日 内容／講師 参加人数 

10 月 25 日 パーキンソン病 脳神経内科医師 50 

10 月 26 日 炎症性腸疾患 消化器内科医師 86 

11 月 29 日 全身性強皮症 膠原病内科医師 7 

12 月 2 日 災害対策 日本ＡＬＳ協会 6 

1 月 25 日 多系統萎縮症 脳神経内科医師 33 

 

エ. 医師による難病個別相談 

難病患者及びその家族が、難病に対する正しい知識を深めるとともに、療養上及び日常生活上の悩

みや不安等の解消を図るために、難病専門医師による個別相談を実施した。 

疾患区分 実施回数 件数  

神経疾患 ― ―  

皮膚疾患 1 1  

消化器疾患 1 2  

膠原病 1 2  

呼吸器疾患 ― ―  

骨・関節疾患 1 1 ※－：相談希望なく中止 

 

 豊田市難病患者支援金支給事業 

令和元年度から所得制限を設け、「特定疾患医療給付事業受給者票」又は「特定医療費受給者証」の

交付を受けている人を対象に年額 3 万円を支給した。 

                                      （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

支援金支給人数 1,320 1,492 1,536 1,590 1,695 

 

◆ 身体障がい者手帳 

身体障がい者手帳は、身体障がい者福祉法に定める障がい程度に該当する障がいを持つ者に交付さ

れ、身体障がい者福祉の基礎となるものである。 

 身体障がい者手帳所持者数・障がい別･等級別の状況 

（各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

所持者数 12,846 12,790 12,686 12,628 12,498 

 

（令和 7 年 4 月 1 日現在） 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 

視覚障がい 257 297 64 60 120 30 828 

聴覚平衡機能障がい 73 355 170 173 2 322 1,095 

音声言語機能障がい 3 8 73 43 － － 127 

肢体不自由 1,096 1,217 1,485 1,257 599 259 5,913 

内部障がい 2,402 77 916 1,140 － － 4,535 

計 3,831 1,954 2,708 2,673 721 611 12,498 
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 身体障がい者手帳交付数 

年度 2 3 4 5 6 

新規交付 905 841 885 919 943 

等級変更 407 411 429 416 342 

再交付 147 203 169 170 176 

計 1,459 1,455 1,483 1,505 1,461 

 

◆ 療育手帳 

 知的障がい者(児)が一貫した療育と共に各種の援助措置を受けやすくするために交付し、福祉の増

進を図る。療育手帳の交付者数は、年々増加傾向にある。 

 療育手帳所持者数 

年度 3 4 5 6 7 

所持者数 3,425 3,585 3,688 3,824 3,934 

 

 年齢別･判定別の状況 

区分 Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 合計 

18 歳以上 1,100 733 812 2,645 

18 歳未満 397 263 629 1,289 

計 1,497 996 1,441 3,934 

 

◆ 手当制度 

 豊田市心身障がい者扶助料 

 心身障がい者の福祉の増進を図るため、心身障がい者扶助料を支給した。支給額は障がい程度によ

り月額 4,500 円、4,000 円、2,500 円であり、本人の所得が一定額以上ある等の場合は支給を停止す

る。 

（各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 15,981 16,373 16,667 16,913 17,389 

 

 豊田市在宅重度心身障がい者手当 

 在宅重度障がい者の生活の向上に寄与するため支給した。 

（各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 537 529 533 537 547 

 

 愛知県在宅重度障がい者手当 

 愛知県の規則に基づく制度で、在宅重度障がい者の福祉向上を図るため支給されている。 

 （各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 3,396 3,392 3,324 3,287 3,211 

 

 

（各年度 4 月 1 日現在） 

（令和 7 年 4 月 1 日現在） 
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 特別障がい者手当 

 著しく重度の重複障がいがあるため、日常生活において常時特別の介護を必要とする状態にある満

20 歳以上の在宅重度障がい者に支給した。特別児童扶養手当等の支給に関する法律による支給額に、

愛知県による上乗せ支給額が加算される。 

（各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 381 400 426 424 424 

 

 障がい児福祉手当 

 身体又は知的発達に重度の障がいがあるため、日常生活において常時の介護を必要とする在宅の満

20 歳未満の者に支給した。特別児童扶養手当等の支給に関する法律による支給額に、愛知県による上

乗せ支給額が加算される。 

（各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 222 221 227 240 230 

 

 特別児童扶養手当 

 身体･知的発達又は精神に障がいのある児童(20 歳未満)の生活の向上に役立てるため、その児童を

監護する父若しくは母又は父母に代わってその児童を養育する者に支給されている。 

 （各年度 4 月 1 日現在） 

年度 3 4 5 6 7 

受給者数 673 701 726 753 733 

 

 

◆ 障がい者総合支援法による支給及び給付 

 補装具費の支給 

身体障がい者等の職業上その他日常生活の能率の向上を図ることを目的として、補聴器･義肢･車い

す･視覚障がい者安全つえ･歩行補助つえ等の購入及び修理に要する費用の一部を支給する。ただし、

一部の種類については愛知県西三河児童・障害者相談センターによる支給判定が必要となる。 

平成 12 年度には介護保険制度が開始され、介護保険での福祉用具貸与の対象となる品目は補装具

費支給から除外され、また、平成 18 年 10 月から障がい者自立支援法の施行により対象品目の見直し

が行われた。平成 22 年度から、低所得世帯(非課税世帯)の自己負担額は 0 円となった。平成 30 年度

から、法律の一部改正により補装具費の支給に借受けも追加となった。 

年度 2 3 4 5 6 

給付･修理件数 769 652 649 704 632 
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 日常生活用具の給付 

障がい者(児)及び難病患者等の日常生活の便宜を図ることを目的として、視覚障がい者用時計･特

殊寝台･たん吸引器等の給付をする。なお、交付にあたっては、原則 1 割負担。所得に応じた上限負担

額が定められている。 

補装具と同様に介護保険制度の開始により平成 12 年度以降給付件数が大幅に減少したが、平成 15

年度以降増加傾向にある。平成 18 年 10 月から障がい者自立支援法により、ストーマ用装具等の補装

具が日常生活用具に組替えされた。平成 22 年度から障がい福祉サービス利用者負担と合わせて、低所

得世帯(非課税世帯)の自己負担額は 0 円となった。 

年度 2 3 4 5 6 

給付件数 4,614 5,202 4,552 5,098 4,941 

 

 自立支援医療費（更生医療）の支給 

18 歳以上の身体障がい者手帳所持者を対象とし、その障がいの程度を軽くしたり、取り除いたりす

るための手術や投薬等に係る医療費の支給を行っている。支給医療は人工透析が大半を占め、そのほ

かに腎移植後の抗免疫療法、人工関節置換、免疫機能に係る薬物療法などの医療がある。 

年度 2 3 4 5 6 

給付件数 923 1,098 955 934 951 

 

◆ 助成制度 

 障がい者タクシー料金助成 

 障がい者が公共交通機関又は自家用車等による移動が困難なためタクシーを利用する場合にタクシ

ー料金の一部を助成した。なお、平成 12 年度から精神障がい者保健福祉手帳所持者も助成対象に加

え、平成 15 年度から助成方法を半額助成とした。また、令和６年度からは対象者全員に交付すること

とした。 

 

 身体障がい者用自動車改造費助成事業 

身体障がい者で、運転免許証に付された｢免許の条件｣に応じ、操行装置･駆動装置等を改造する費用

の一部を助成する。 

年度 2 3 4 5 6 

助成件数 16 8 13 8 15 

 

 

 

 

 

年度 

障がい種別 

2 3 4 5 6 

対象者数 交付者数 対象者数 交付者数 対象者数 交付者数 対象者数 交付者数 交付者数 

身体障がい者 10,342 7,546 10,213 7,388 10,342 7,546 10,213 7,388 9,726 

知的障がい者 1,904 1,168 1,941 1,183 1,904 1,168 1,941 1,183 2,044 

精神障がい者 2,698 1,869 2,939 2,059 2,698 1,869 2,939 2,059 3,625 

計 14,944 10,583 15,093 10,630 14,944 10,583 15,093 10,630 15,395 
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 心身障がい者扶養共済掛金助成事業 

心身障がい者の保護者の相互扶助制度である愛知県心身障がい者扶養共済制度に加入されている

方に、掛金の一部を助成する。 

                                                                   （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

受給者数 83 93 92 101 101 

 

 中等度以下難聴児補聴器購入費等助成事業 

中等度以下の難聴児に対して、補聴器の購入及び修理費用の一部を助成することで、適切な補聴器

装用を奨励し、言語や精神の発達、学力の向上など、難聴児の成長を支援する。 

                                           （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

助成件数 15 25 31 31 22 

 

◆ 日常生活 

 寝具貸与（日常生活用具給付等事業） 

 在宅の重度心身障がい者に対する寝具の貸与及び寝具の定期的なクリーニング･消毒･乾燥を通して、

衛生的な環境を保持する。なお、自己所有の寝具のクリーニング･消毒･乾燥のみの利用もできる。 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 39 45 46 43 40 

 

 緊急通報システム設置事業 

身体障がい者手帳 1、2 級でひとり暮らしの者に緊急通報システム機器を貸与するとともに、消防署

の受信システムに利用者情報を登録することにより、生活の安全確保を図っている。 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 17 23 22 18 19 

 

 ｢食｣の自立支援事業（配食サービス事業） 

｢食｣の自立の観点から、安否確認が必要で調理が困難な障がい者のみの世帯等の方を対象に、栄養

バランスのとれた食事を配達し、合わせて安否の確認を行っている。 

（各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 30 28 19 15 20 

延べ配食数 5,791 5,941 5,436 3,868 4,196 

 

 移動入浴サービス 

 家庭において入浴することが困難な重度の身体障がい児(者)に対し、移動入浴車を派遣する。 

   （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 71 62 66 61 54 
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 点字広報･声の広報 

 月１回発行の｢広報とよた｣の点字版及び音訳版によるサービスを実施。それぞれ自宅へ郵送する。 

利用者数                                 （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

点字広報 55 55 54 53 53 

声の広報 42 41 41 41 43 

 

 手話通訳者設置及び派遣･要約筆記奉仕員派遣 

聴覚･言語障がい者の市役所での相談･手続きを容易にするために手話通訳者を設置する。また、病

院や公共機関等へ出かける場合で手話通訳･要約筆記が必要な場合に通訳者等を派遣する。 

年度 2 3 4 5 6 

手話通訳 539 603 649 714 688 

要約筆記 40 47 59 48 37 

 

 ホームヘルパー 

日常生活に支障のある障がい児(者)の居宅を訪問して、身体介護や家事援助、通院の介助等を行う。

平成 12 年度に介護保険制度が開始され、介護保険対象者が対象から除かれたため、平成 12 年度には

大きく減少したが、平成 15 年度の支援費制度の開始により知的障がい児(者)を中心に利用者が増加

した。平成 18 年 10 月から障がい者自立支援法により３障がい共通のルールによるサービスが全面開

始された。また、平成 25 年 4 月から障がい者の範囲に難病等の方が加わった。 

 （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 345 377 358 392 402 

 

 移動支援 

重度の視覚障がい児(者)、全身性障がい児(者)、知的障がい児(者)及び精神障がい者で外出すること

が困難な方が外出される場合に、ヘルパーの派遣を実施する。平成 18 年 10 月から障がい者自立支援

法により３障がい共通のルールによる制度が始まった。 

 （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 223 260 300 318 320 

 

 同行援護 

視覚障がい児(者)で外出することが困難な方が外出される場合に、移動に必要な情報の提供、移動

に必要な支援をヘルパーが実施する。平成 23 年 10 月の障がい者自立支援法の改正により、新たに障

がい福祉サービスに加わった。 

                                        （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

利用者数 53 54 56 61 62 
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 障がい者教養教室 

 障がい者手帳の所持者を対象に、絵画･華道･手芸･料理等の教室を実施する。また、障がい者の作品

を展示する｢障がい者作品展｣を年 1 回開催している。 

年度 2 3 4 5 6 

延べ受講者数 1,676 1,902 2,443 2,608 2,605 

 

 福祉車両による移送サービス 

車いす･電動車いすなどを利用しているため、公共交通機関による移動が困難な障がい者の移動手

段を確保するために、リフト付き福祉車両による移送サービスを平成 14 年 7 月から開始した。この

サービスは、｢暖｣通所者の送迎車両の空き時間を利用して実施しているもので、事前に登録した者の

通院･買い物等での外出を支援するものである。なお、平成 16 年度からは 1 台を専用車とし運行して

いる。 

年度 2 3 4 5 6 

送迎回数 1,008 876 883 743 868 

 

 訪問理美容サービス 

 外出が困難な在宅の障がい者が、自宅で散髪などのサービスを受けやすくするために、理美容師の

出張費相当額を助成する利用券を最大 6 枚／年まで交付する。 

年度 2 3 4 5 6 

申請者数 37 44 49 41 54 

利用回数 77 91 100 110 121 

 

 障がい者相談支援事業 

障がい者及びその介護者に対して、社会生活力を高めるための直接支援、各種在宅サービス･社会資

源の紹介等を行い、障がい者のいる世帯の生活全般を支援することを目的とする。 

障がい者自立支援法施行により、平成 19 年度から知的障がい者生活支援事業、市町村障がい者生活

支援事業を統合して実施した。平成 24 年度からは市内 8 法人に委託して実施し、令和 6 年度からは

中学校区ごとの相談体制へと変更し、市内 11 法人、13 事業所に委託を実施している。 

 

実績件数 

年度 4 5 6 

福祉サービスの利用等に関する支援 8,411 7,712 5,787 

障がいや病状の理解に関する支援 935 924 1,093 

健康･医療に関する支援 1,043 1,035 1,173 

不安の解消･情緒安定に関する支援 1,568 1,230 1,736 

保育･教育に関する支援 355 206 353 

家族関係･人間関係に関する支援 801 878 764 

家計･経済に関する支援 780 522 601 

生活技術に関する支援 837 590 768 

就労に関する支援 528 399 729 

社会参加･余暇活動に関する支援 339 347 219 

権利擁護に関する支援 233 313 225 

その他 1,116 1,190 1,321 

合計 16,946 15,346 14,769 
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 障がい者虐待 

平成 24 年 10 月に「障がい者虐待の防止、障がい者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行

され、市は障がい者虐待対応の窓口等となる「障がい者虐待防止センター｣としての機能を果たすこ

ととなった。通報や届出の受理、虐待を受けた障がい者の保護のための相談、指導および助言、広報

啓発活動等を実施している。 

 

障がい者虐待の通報･届出件数及び虐待認定件数 

注：1 人に対して複数内容の虐待があった場合は、それぞれの件数にカウントする 

  施設従事者による虐待は、本市がサービスの支給決定をした障がい者への虐待を計上 

 

 災害時に備えたストーマ装具保管事業 

ストーマ装具を使用している障がい者等が、災害時における健康面・衛生面に不安なく生活できる

よう支援することを目的として、市が保管場所を確保し、個人のストーマ装具を預かる事業を令和７

年１月から開始した。 

 （各年度末現在） 

年度 6 

利用者数 5 

 

◆ 施設 

 ショートステイ 

在宅の障がい児(者)を介護している保護者が、疾病等の事由により家庭における介護が困難となっ

た場合及び障がい児(者)の生活訓練等の指導が必要となった場合に、障がい児(者)を施設に短期間入所

させることにより、その福祉の向上をはかることを目的とする。 

平成 18 年 10 月から障がい者自立支援法により３障がい共通のルールによるサービスが全面開始

された。 

年度 2 3 4 5 6 

延べ利用日数 9,563 10,859 10,651 12,199 11,882 

 

     年度  

内容 
 ４  ５  ６ 

施設従事者

による虐待 

養護者に

よる虐待 

施設従事者

による虐待 
養護者に

よる虐待 

施設従事者

による虐待 
養護者に

よる虐待 

実件数（件）  
通報･届出 9 18 23 19 10 23 

認定 － 1 12 3 4 22 

身体的虐待(件) 
通報･届出 － 17 7 15 6 18 

認定 － － 2 2 3 18 

放棄･放任(件) 
通報･届出 2 1 1 1 － 5 

認定 － 1 1 1 － 5 

性的虐待(件) 
通報･届出 2 － 1 1 － － 

認定 － － 1 － － － 

心理的虐待(件) 
通報･届出 5 2 7 2 4 5 

認定 － － 1 － 1 4 

経済的虐待(件) 
通報･届出 － 2 7 2 － 3 

認定 － － 7 1 － 3 

合計(件) 
通報･届出 9 22 23 21 10 31 

認定 － 1 12 3 4 30 
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 日中一時支援事業 

障がい児(者)の主に日中における活動の場を確保し、家族の就労支援及び日常的に介護している家

族の一時的な休息のため、障がい福祉サービス事業者、障がい者支援施設等において活動の場を提供

し、見守り、社会適応訓練、日常生活訓練、生産活動などの支援を行う。平成 18 年 10 月から実施し

ている。 

 

利用者数          （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

地域生活支援デイサービス 72 63 77 68 72 

日中短期入所 121 106 111 111 104 

 

 障がい児等療育支援事業 

在宅の重症心身障がい児(者)、知的障がい児(者)及び身体障がい児(以下｢在宅障がい児(者)｣という。)

のライフステージに応じた地域での生活を支援するために、障がい児(者)施設の有する機能を活用し、

療育、相談体制の充実を図るとともに、各種サービスの提供の援助、調整等を行い、地域の在宅障が

い児(者)及びその家庭の福祉の向上を図ることを目的とする。平成 12 年 10 月から、社会福祉法人豊

田市福祉事業団へ委託し、豊田市こども発達センターにて実施されている。 

事業別実施件数         （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

在宅支援訪問療育等指導事業 648 796 177 883 165 

在宅支援外来療育等指導事業 12,882 16,831 19,697 17,218 16,213 

施設支援一般指導事業 336 706 1022 876 639 

 

 障がい者総合支援法による福祉サービス利用者 

利用者数              （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

生活介護 789 834 868 863 899 

就労継続支援Ａ型 174 172 215 257 267 

就労継続支援Ｂ型 491 570 692 756 935 

就労移行支援 175 166 180 196 195 

施設入所支援 235 228 238 238 232 

療養介護 34 34 33 34 31 

 

 グループホーム 

障がい者に生活の場を提供し、食事等の日常生活援助を行うことにより、地域社会における自立生

活を助長した。グループホームが日常生活の拠点となり、そこで障がい者本人の社会参加がなされて

いる。 

利用者数                   （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 
グループホーム 238 291 344 373 421 
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 児童福祉法による障がい児通所支援 

 障がい児に対して、日常生活における基本的な動作の指導、生活能力の向上のために必要な訓練や

社会との交流の促進等の支援を行った。平成 24 年 4 月の児童福祉法の改正により開始した。 

利用者数                   （各年度末現在） 

年度 2 3 4 5 6 

児童発達支援 207 265 327 352 345 

医療型児童発達支援 1 － － － － 

放課後等デイサービス 656 714 826 901 939 

保育所等訪問支援 4 6 6 7 3 

 

 児童発達支援センター 

発達遅滞及び肢体不自由、難聴幼児、重度心身障がい児を対象に、個々の子どもの特性を考慮し情

緒の安定を図り、できる限り健全な社会生活を営めるよう集団的、個別的に早い段階から適切な指導

を行った。 

契約児数          （各年度 4月 1日現在） 

年度 2 3 4 5 6 

ひまわり(知的障がい及び発達障がい) 50 50 50 50 50 

たんぽぽ(肢体不自由) 33 35 39 38 36 

なのはな 
なのはな(難聴) 13 16 14 16 18 
ちょうちょ・とんぼ(知的障がい) 20 20 20 20 20 

計 116 121 123 124 124 
 


